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（高齢・障害者雇用支援勘定）

（単位：円）

　　　　　　　固定資産合計 16,583,501,303

　　　　　　　資産合計 23,539,522,623

　　　　　　　投資その他の資産合計 6,136,728,658

　　　　　退職給付引当金見返（注） 5,881,066,450
　　　　　敷金 255,662,208
　　３　投資その他の資産

　　　　　　　無形固定資産合計 324

　　　　　電話加入権 324 324
　　２　無形固定資産

　　　　　　　有形固定資産合計 10,446,772,321

　　　　　建設仮勘定 1,301,276,360
　　　　　土地 5,187,507,000 5,187,507,000
　　　　　　減価償却累計額 △ 422,440,516 176,607,737
　　　　　工具器具備品 599,048,253

　　　　　車両運搬具 292,448,605
　　　　　　減価償却累計額 △ 250,330,882 42,117,723

　　　　　構築物 339,774,108
　　　　　　減価償却累計額 △ 180,463,439 159,310,669

　　　　　　減価償却累計額 △ 1,890,129,310
　　　　　　減損損失累計額 △ 526,350 3,579,952,832

　　１　有形固定資産
　　　　　建物 5,470,608,492

　Ⅱ　固定資産

　　　　　　　流動資産合計 6,956,021,320

　　　　前払費用 46,273,588
　　　　前払金 1,138,868

　　　　賞与引当金見返（注） 620,060,502
　　　　棚卸資産 830,652

　　　　未収金 597,986,990
　　　　　貸倒引当金 △ 400,000 597,586,990

　Ⅰ　流動資産

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

資産の部

　　　　現金及び預金 5,690,130,720



（高齢・障害者雇用支援勘定）

（単位：円）

貸借対照表
（　令和７年３月３１日　）

　　　　　　　負債純資産合計 23,539,522,623

　　　　　　　純資産合計 9,218,942,754

　　　　（うち当期総利益　167,630,987）

　　　　　　　利益剰余金合計 609,954,049

　　　　積立金 442,323,062
　　　　当期未処分利益 167,630,987

　Ⅲ　利益剰余金

　　　　　　　資本剰余金合計 △ 1,500,952,196

　　　　　除売却差額相当累計額（△） △ 1,757,475,532

　　　　その他行政コスト累計額（注） △ 3,736,565,377
　　　　　減価償却相当累計額（△） △ 1,955,762,169
　　　　　減損損失相当累計額（△） △ 23,327,676

　Ⅱ　資本剰余金
　　　　資本剰余金 2,235,613,181

　　　　　　　資本金合計 10,109,940,901

　Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 10,109,940,901

　　　　　　　負債合計 14,320,579,869

純資産の部

　　　　　　　固定負債合計 8,048,250,739

　　　　　退職給付引当金 5,881,066,450 5,881,066,450
　　　　資産除去債務 497,731

　　　　引当金

　　　　　建設仮勘定見返運営費交付金 175,589,953
　　　　　建設仮勘定見返施設費 1,125,686,407 2,166,686,558

　　　　　資産見返運営費交付金 865,388,125
　　　　　資産見返寄附金 22,073

　Ⅱ　固定負債
　　　　資産見返負債（注）

　　　　　　　流動負債合計 6,272,329,130

　　　　　賞与引当金 620,060,502 620,060,502
　　　　資産除去債務 526,350

　　　　引当金
　　　　預り金 1,035,021,525

　　　　未払費用 5,464,912
　　　　未払消費税等 7,249,836
　　　　前受金 3,000

　Ⅰ　流動負債
　　　　運営費交付金債務（注） 1,014,757,000
　　　　未払金 3,589,246,005

負債の部

　　　　（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
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（単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用
　　　業務費 15,339,452,159
　　　一般管理費 950,999,827
　　　臨時損失 526,362
　　　　　損益計算書上の費用合計 16,290,978,348

Ⅱ　その他行政コスト
　　　減価償却相当額（注） 147,016,345
　　　除売却差額相当額（注） 57,750,426
　　　　　その他行政コスト合計 204,766,771

Ⅲ　行政コスト 16,495,745,119

（注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目

行政コスト計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（高齢・障害者雇用支援勘定）

（単位：円）

　　当期総利益 167,630,987

167,630,987　　当期純利益

　　　　　　　臨時利益合計 807,440

　　　　　　　臨時損失合計 526,362

　　臨時利益

　　　固定資産売却益 807,440

　　　減損損失 526,350

　　　固定資産除却損 12

　　　　賞与引当金繰入 592,984,757

　　　　　　　経常収益合計 16,457,801,895

　　　　退職給付費用 279,976,063
　　　　その他の業務費 8,244,609,214 15,339,452,159

　　　　減価償却費 11,170,867

　　　　　　　経常利益 167,349,909

　　　一般管理費
　　　　人件費 297,166,853

損益計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

　　経常費用

　　　業務費

　　　雑益

　　　　人件費 4,477,231,359

　　　　減価償却費 92,371,927
　　　　業務委託費 70,503,839
　　　　助成金 1,581,775,000

　　　　賞与引当金繰入 27,075,745
　　　　退職給付費用 14,425,364
　　　　その他の一般管理費 601,160,998 950,999,827

　　　　運営費交付金収益 13,804,418,461

　　　　　　　経常費用合計 16,290,451,986

　　経常収益

　　　運営費交付金収益（注）

　　　業務収益

　　　　資産見返運営費交付金戻入 104,642,827 13,909,061,288

　　　補助金等収益（注）
　　　　補助金等収益 1,581,775,000 1,581,775,000

　　　　その他の事業収益 5,897,303 5,897,303

　　　賞与引当金見返に係る収益（注） 620,060,502

　　　施設費収益（注） 24,084,708

　　　寄附金収益（注）
　　　　資産見返寄附金戻入 10,968 10,968

　　　退職給付引当金見返に係る収益（注） 294,401,427

　　臨時損失

22,510,699

 （注）独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目
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(単位：円)

純資産変動計算書

（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）

施設費 運営費交付金 減資差益 国庫納付差額
減価償却相当累計

額（△）
減損損失相当累計

額（△）
除売却差額相当累

計額（△）

うち当期総利益
または

当期総損失(△)

当期首残高 10,110,040,901 10,110,040,901 1,619,645,193 163,365,920 486,460,158 △ 108,813,000 △ 1,883,373,775 △ 28,688,444 △ 1,619,736,387 △ 1,371,140,335 0 442,323,062 - 442,323,062 9,181,223,628

当期変動額

　Ⅰ　資本金の当期変動額

　　　　　不要財産に係る国庫納付等による減資 △ 100,000 △ 100,000 △ 100,000

　Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

　　　　　固定資産の取得 74,954,910 74,954,910 74,954,910

　　　　　固定資産の除売却 74,627,951 5,360,768 △ 137,739,145 △ 57,750,426 △ 57,750,426

　　　　　減価償却 △ 147,016,345 △ 147,016,345 △ 147,016,345

　Ⅲ　利益剰余金の当期変動額

　　（１）利益の処分

　　　　  利益処分による積立て 442,323,062 △ 442,323,062 0 0

　　（２）その他

　　　　　当期純利益または当期純損失（△） 167,630,987 167,630,987 167,630,987 167,630,987

当期変動額合計 △ 100,000 △ 100,000 74,954,910 0 0 0 △ 72,388,394 5,360,768 △ 137,739,145 △ 129,811,861 442,323,062 △ 274,692,075 167,630,987 167,630,987 37,719,126

当期末残高 10,109,940,901 10,109,940,901 1,694,600,103 163,365,920 486,460,158 △ 108,813,000 △ 1,955,762,169 △ 23,327,676 △ 1,757,475,532 △ 1,500,952,196 442,323,062 167,630,987 167,630,987 609,954,049 9,218,942,754

その他行政コスト累計額

資本剰余金合計資本金合計

資本剰余金

政府出資金
純資産合計

利益剰余金合計

当期未処分利益
または

当期未処理損失
(△)

積立金

Ⅲ　利益剰余金Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金



（高齢・障害者雇用支援勘定）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　業務費及び一般管理費による支出 △ 8,240,018,267
　　人件費支出 △ 5,627,119,326
　　助成金支出 △ 1,581,775,000
　　その他預り金支出 △ 3,387,212
　　運営費交付金収入 15,348,051,000
　　補助金等収入 2,605,290,000
　　補助金等の精算による返還金の支出 △ 1,801,333,300
　　その他預り金収入 7,827,212
　　その他業務収入 30,568,002

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 738,103,109

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 258,357,452
　　有形固定資産の売却による収入 73,500,000
　　敷金及び保証金の差入による支出 △ 700,000
　　敷金及び保証金の回収による収入 30,000
　　施設費による収入 569,285,492

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 383,758,040

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 100,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 100,000

Ⅳ　資金増加額 1,121,761,149

Ⅴ　資金期首残高 4,568,369,571

Ⅵ　資金期末残高 5,690,130,720

キャッシュ・フロー計算書
（　令和６年４月１日　～　令和７年３月３１日　）



（高齢・障害者雇用支援勘定）

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 167,630,987

当期総利益 167,630,987

Ⅱ 利益処分額
積立金 167,630,987

   利益の処分に関する書類
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重要な会計方針 

 

「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立

行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下

「独立行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 
 

 １．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

管理部門の活動については、期間進行基準を採用しています。 
 

 ２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   棚卸資産の評価基準及び評価方法は、先入先出法による原価法を採用しております。 

 

 ３．減価償却の会計処理方法 

有形固定資産 

     有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

     なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物             3～50年 

      構築物            3～50年 

      車両運搬具          4～ 6年 

      工具器具備品         2～16年  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）及び資産除去債務に対応する特定

の除去費用等（独立行政法人会計基準第91）に係る減価償却に相当する額については、減価償却

相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

  

 ４．貸倒引当金の計上基準  

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等  

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

 ５．賞与に係る引当金の計上基準  

   役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計

上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同

額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

 ６．退職給付に係る引当金の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の役職員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

   なお、退職一時金並びに確定給付企業年金等に係る掛金及び年金積立金不足額については、運営費

交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返と



（高齢・障害者雇用支援勘定） 

して計上しております。 

 

 ７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手許現金及び随時引き出し可能な預金からなっており

ます。 

 

 ８．消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

重要な会計上の見積り 

 

退職給付引当金 

１．当事業年度の財務諸表に計上した金額 

  当事業年度 

退職給付引当金 5,881,066,450円 

 

２．会計上の見積りの内容について国民その他の利害関係者の理解に資するその他の情報 

採用している退職給付制度の概要につきましては、注記事項〔退職給付債務関係〕に記載した内容 

と同一であります。 

 退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異を加減した額

から年金資産の額を控除して算出しており、退職給付債務は、役職員の退職により見込まれる退職給

付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を割り引いて計算しています。また、退職

給付に関連する損益の計算において、年金資産の額に長期期待運用収益率を乗じた期待運用収益の額

を考慮しており、実際運用収益との差異は未認識数理計算上の差異として将来に渡って費用処理され

ます。従って、割引率及び長期期待運用収益率が重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定となりま

す。割引率は国債の利回りを参考に決定しており、長期期待運用収益率は、現在及び予想される年金

資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮し

決定しております。 

 これらの仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌事

業年度の財務諸表において認識する退職給付引当金に影響を与える可能性があります。 

 

会計上の見積りの変更 

 

資産除去債務の見積りの変更 

石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務 

   当機構が保有している一部の固定資産について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行って

おります。これによる影響額は、526,350円であります。 
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注記事項 

 

〔貸借対照表関係〕 

・その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額     △ 3,026,617,955円 

 

〔行政コスト計算書関係〕 

１． 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 
行政コスト 16,495,745,119円 

自己収入等 △ 29,226,410円 

機会費用 360,959,379円 

 

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 16,827,478,088円 

 

２．機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用の

計算方法 

都道府県に所在する施設で国及び地方公共団体から借り受けている財産のうち、土地・建物及

び土地に定着している工作物については法律等から算出した使用料を、その他の財産は減価償却

相当額を計上しております。 

 

（２）政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

    10年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に1.485％で計算しております。 

 

（３）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人

での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算して

おります。 

 

〔損益計算書関係〕    

・業務費 人件費の内訳 

給与及び手当 3,809,208,400円 

法定福利費（職員） 652,816,190円 

役員報酬   13,181,767円 

法定福利費（役員） 2,025,002円 

  

・その他の業務費のうち主要な費目及び金額 

謝金 4,748,311,791円 

雑役務費  1,051,080,336円 

賃借料 752,027,239円 

維持管理・保守修繕費 678,767,027円 

光熱水道料 164,576,315円 
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・一般管理費 人件費の内訳 

給与及び手当 243,274,364円 

法定福利費（職員） 42,683,636円 

役員報酬 9,935,167円 

法定福利費（役員） 1,273,686円 

 

 ・その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 

維持管理・保守修繕費  333,264,415円 

雑役務費 71,394,589円 

備品費 64,983,276円 

光熱水道料 25,351,933円 

謝金 24,351,797円 

 

・雑益のうち主要なもの及び金額 

職員宿舎使用料 16,712,646円 

その他の雑収入 4,303,272円 

不用品売却代 904,150円 

自動販売機等設置手数料 555,909円 

電柱等土地敷地使用料 25,500円 

 

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕 

  ・資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 5,690,130,720円 

資金期末残高 5,690,130,720円 

 

  ・重要な非資金取引 

 重要な資産除去債務の計上              526,350円 

 

〔金融商品関係〕 

 １．金融商品の状況に関する事項  

当機構では、余裕金の運用については独立行政法人通則法第47条の規定に定める金融商品に限定 

しており、株式等は保有しておりません。  

未収金等に係る債務者の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っております。     

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

令和７年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金及び預り金は短期間で決済される

ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

貸借対照表計上額 時　価 差　額

(1)敷金 255,662,208円 253,990,371円 △ 1,671,837円

資産　計 255,662,208円 253,990,371円 △ 1,671,837円  

(注) 負債に計上されるものは（ ）で示しております。 
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（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三

つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価 

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用い

て算定した時価 

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。 

 

〇資産 

（１）敷金 

敷金については、差し入れた敷金額を契約における残存期間に対応する国債の利回りで割り引

いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

〔不要財産に係る国庫納付等〕 

不要財産に係る国庫納付等については以下のとおりです。 

 

令和5年度において処分を行ったもの 

(1)不要財産としての国庫納付等 

を行った資産の種類、帳簿価 

額等の概要 

(2)不要財産となった理由 (3)国庫納付等の方法 

(4)譲渡収入による現金納付等を 

    行った資産に係る譲渡収入の 

  額 

現金及び預金（敷金の返戻金） 

帳簿価額 

 政府出資分：100,000円 

  

令和5年度に不動産賃貸借契約を解除した

ことにより生じた返戻金について、将来に

渡り義務を確実に実施していく上で必要が

なくなったと認められるため。 

現物納付 - 

(5)国庫納付等に当たり譲渡収入 

から控除した費用の額 

(6)国庫納付等の額 (7)国庫納付等が行われた年月日 (8)減資額 

国庫納付 
地方公共団体 

への払戻し 
国庫納付 

地方公共団体 

への払戻し 
国庫納付 

地方公共団体 

への払戻し 

- 100,000円 - 令和7年3月25日 - 100,000円 - 

 

〔資産除去債務関係〕 

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

（１）当該資産除去債務の概要 

    石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務 

当機構が保有している一部の固定資産にはアスベスト（石綿）が使用されており、除去につい

て石綿障害予防規則に基づく処理が義務付けられていることから、当該法的義務に係る資産除

去債務を計上しております。 

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

 石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務 

使用見込期間は、原則として有形固定資産の耐用年数満了時までとしております。資産除去債

務の算定に当たり、割引率は1.150％を適用しております。また、当事業年度に新たにアスベス

トの含有が判明し計上した資産除去債務については、１年以内の履行を見込んでおります。資

産除去債務の金額は、現時点における撤去工事に要する費用に基づき算定しています。 
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（３）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

    当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。 

期首残高 492,072円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 

見積りの変更による影響額 526,350円 

時の経過等による調整額 5,659円 

資産除去債務の履行による減少額 － 

当事業年度末残高 1,024,081円 

 

（４）当該資産除去債務の見積りの変更 

石綿障害予防規則（平成17年２月24日公布）に基づく処理義務 

   当機構が保有している一部の固定資産について、新たな情報の入手に伴い、見積額の変更を行

っております。これによる影響額は、526,350円であります。 

     

２．資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの 

  当機構が地域障害者職業センターの設置に伴い締結している一部の不動産賃貸借契約等に基づく 

原状回復義務については、当該義務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではなく、将来移転する予 

定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、履行時期が明ら 

かになったものを除き、当該義務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

〔減損損失関係〕 

【減損の認識に関する事項】 

当事業年度において、以下のとおり減損損失を計上しております。 

１．減損認識の対象資産 

用途 種類 場所 帳簿価額 

地域障害者職業センター 建物 沖縄県那覇市おもろまち 526,350円 

  なお、帳簿価額については、減損認識前の期末帳簿価額を記載しております。 

 

２．減損の認識に至った経緯 

資産除去債務の見積りの変更により計上した資産について、減損を認識しております。 

 

３．減損損失の金額 

区  分 
損益計算書に 

計上していない金額 

損益計算書に 

計上した金額 
合計 

建  物 0円 526,350円 526,350円 

合  計 0円 526,350円 526,350円 

 

４．減損損失額の測定方法 

現時点における撤去工事に要する費用に基づき測定しております。 
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〔退職給付債務関係〕 

 １．採用している退職給付制度の概要 

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金

基金制度及び退職一時金制度を採用しております。企業年金基金制度（積立型制度である。）では、

労働関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給して

おります。退職一時金制度（非積立型制度である。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づ

いた一時金を支給しております。 

 

 ２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 6,835,301,290円 

勤務費用 254,034,737円 

利息費用 70,461,091円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 518,262,489円 

退職給付の支払額 △ 493,397,904円 

期末における退職給付債務 6,148,136,725円 

    

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表   

期首における年金資産 1,966,438,577円 

期待運用収益 37,952,265円 

数理計算上の差異の当期発生額 10,642,454円 

事業主からの拠出額 147,330,355円 

退職給付の支払額 △ 128,869,360円 

期末における年金資産 2,033,494,291円 

 

（３）退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 

積立型制度の退職給付債務 2,408,628,223円 

年金資産 △ 2,033,494,291円 

積立型制度の未積立退職給付債務 375,133,932円 

非積立型制度の未積立退職給付債務 3,739,508,502円 

小 計 4,114,642,434円 

未認識数理計算上の差異 773,966,368円 

未認識過去勤務費用 992,457,648円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,881,066,450円 

退職給付引当金 5,881,066,450円 

前払年金費用 － 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,881,066,450円 

 

（４）退職給付に関連する損益 

勤務費用  254,034,737円 

利息費用 70,461,091円 

期待運用収益 △ 37,952,265円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 204,335,008円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 196,477,144円 

合 計  294,401,427円 
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（５）年金資産の主な内訳 

         年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。 

債券 21.7% 

株式 20.6% 

預金 3.5% 

その他 54.2% 

合 計 100.0% 

 

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

      年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項 

      期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

      割引率  1.747％（一時金） 

          1.975％（年金） 

      長期期待運用収益率  1.930％ 

   

〔重要な債務負担行為〕 

施設整備費補助金により、以下の工事契約を締結しております。 

 

（１）障害者職業総合センター大規模改修工事（宿泊棟等） 

契約金額 504,790,000円  

前期支払額 197,868,000円  

当期支払確定額 159,396,000円  

次期以降支払額 147,526,000円  

 

（２）栃木職業能力開発促進センター実習場建替その他工事 

契約金額 355,722,070円  

前期支払額 69,090,100円  

当期支払確定額 70,826,522円  

次期以降支払額 215,805,448円  

 

(３) 島根職業能力開発促進センター本館建替その他工事 

契約金額 409,824,452円  

前期支払額 157,995,200円  

当期支払確定額 63,092,883円  

次期以降支払額 188,736,369円  
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(４) 香川職業能力開発促進センター本館建替その他工事監理業務 

契約金額 8,165,266円  

当期支払確定額 0円  

次期以降支払額 8,165,266円  

 

(５) 香川職業能力開発促進センター本館建替その他工事 

契約金額 298,904,980円  

前期支払額 59,362,622円  

当期支払確定額 76,805,594円  

次期以降支払額 162,736,764円  

 
(６) 福島職業能力開発促進センター教室棟・実習場建替その他工事（第１期） 

契約金額 391,926,362円  

当期支払確定額 145,142,073円  

次期以降支払額 246,784,289円  

 

上記（１）～（６）合計額 

契約金額 計 1,969,333,130円  

前期支払額 計 484,315,922円  

当期支払確定額 計 515,263,072円  

次期以降支払額 計 969,754,136円  

 
〔重要な後発事象〕 
 該当する事項はありません。 
 

 
 
 

 


